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Abstract 

The importance of interprofessional work (IPW) and interprofessional education (IPE) to support IPW is increasing, and 

more and more universities are incorporating IPE, in which students from various fields learn together, into their pre-

departure education. IPE has been widely promoted in the field of health and welfare, but less so in the field of 

interprofessional education. The same is true for inter-university professional education at the training stage. However, 

professional collaboration between school education and medical care is essential for the promotion of inclusive education 

and the development of community health care. The purpose of this study is to develop a new IPE program to foster human 

resources for community medicine and a program to connect to post-graduate IPW based on the collaboration between 

educational fields that tolerate diversity and aim for a sustainable society, and to create a foundation for medicine and 

education. To achieve this goal, we conducted a joint seminar utilizing an educational program that incorporates the "case 

method teaching method" as a pilot study on pre-graduate education to realize inter-university collaboration in the 

professional training phase of medicine and education. As a result of this joint seminar between the Faculty of Medicine and 

the Faculty of Education, it was inferred from the students' discussions that they were able to utilize their respective 

specialties, reconstruct their sense of values by learning about each other's ways of understanding and thinking about their 

respective fields, and foster a sense of collaborative cooperation. In addition, from the post-event questionnaires, we received 

comments such as "I am glad to have been able to participate," and "I received a lot of stimulation and want to discuss more 

things. In the post-lecture review among the teachers, the results showed that "effective as IPE," "interesting teaching 

method," "freshness of the subject matter," and "interesting subject matter" were extracted for the structure and content, and 

that "learning from pedagogy in other fields" was obtained. These results suggest that the developed program is effective. In 

addition, it was shown that inter-university cooperative education of medical care and education in multiple fields from the 

training education is important for the future formation of a new professional community where medical care and education 

are linked. 
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１ はじめに 

近年，専門職連携（Interprofessional work：IPW）

とそれを支えるための専門職連携教育（Interprofessio

nal education：IPE）の重要性が高まっており，IPE/ I

PW は医療福祉領域では広く進められ,国内外で多くの

実践が報告されている。我が国でも多様な領域の学生

達がともに学ぶ IPE を卒前教育（pre-graduation educat

ion）に取り入れる大学が増加している。これは 2010

年 WHO が専門職連携教育を推奨したことに起因する。

国内では北海道医療系総合大学における多職種連携教

育の報告（安部・矢田，2015）や，昭和大学や千葉大

学，東京医科歯科大学などをはじめ,多くの大学にて I

PE が実施されてきた。このような IPE による育成は

主に保健・医療・福祉に関わる専門職養成である。地

域医療を担う学校現場を活用する試みについての報告

は多くないが，現場における連携に主軸を置いている

研究として，第 53 回全国国保地域医療学会（2013）

で山戸らは児童生徒らによる医療現場の見学や，医療

従事者の講演による地域医療教育の取り組みを報告し

ている。また，これまでの医教連携活動の例としては

愛知教育大学と藤田医科大学との連携による食物アレ

ルギーへの対応についてのフォーラム開催（地域連携

フォーラム 2018 藤田医科大学、愛知教育大学共同開

催）や日本大学松戸歯学部による学校給食の食事指導

などが挙げられる（遠藤ら, 2020）。 

また，教育領域間による研究報告は，教員養成にお

いて，水津・丹ら（2017)が養護教諭および栄養教諭

養成課程での教職実践演習でのプログラム開発を実施

しており，「専門性や役割の理解」「新しい視点・視

野の広がり」「連携・協働のイメージ，重要性の実

感」が高まるなどの，プログラムの有効性を報告して
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いる 。また，梅澤・鎌塚ら（2020）は，同大学同学

部内の初等教育教員養成と養護教諭養成との協働によ

る専門職間連携教育プログラムの開発、実践し，水津

らの研究結果と同様, または類似する結果が得られて

いる。加えて，複数の領域の専門職者が連携やケアの

質を改善するために，「同じ場所でともに学び，お互

いから学び合いながら，お互いのことを学ぶことを通

じて，連携・協働の基盤となる本質についての理解が

深まる傾向がある」など，教員養成での効果的な IPE

開発が進められている。しかし，教員養成での多職種

間連携及び医療と教育との連携に関わる研究は，ほと

んど行われていないのが現状である。 

斎藤・朝倉ら（2020）は同一大学に所属する養護教

諭養成課程と保健師養成課程の大学生を対象とし，専

門職連携教育プログラムの開発・評価研究を実施，

「新たな発見」「満足感」「思考の深化」に繋がった

ことや，連携・協働の意識に有意な上昇がみられたこ

とを報告している。医療と教育との連携教育を試みた

研究としては，この他には報告されていない。近年，

医療福祉領域では，連携教育のプログラム開発と共に

評価研究（Tamura Y et al., 2012; Hayashi T et al., 2012; 

前野ら, 2013; 前野ら, 2015;吉良ら, 2017）も進展して

おり，特に 2020 年代になり報告が散見されるように

なった（廣澤ら, 2020;中村ら, 2020; 大江ら, 2020; 澤

田ら, 2020）。また，大学間協働 IPE 開発においては，

筑波大学医学群の職種の異なる学生同士の専門職連携

教育カリキュラム（1 年次:チーム討論，2 年次: Team 

based Learning（TBL）を用いたプログラム，3 年次:

ケア・コロキウム）のうち 3 年次のコロキウムは，茨

城県立医療大学，東京理科大学薬学部との大学間連携

教育プログラムを実施しており，職種を広げ効果的な

プログラムを実施するために大学間連携は一つの方略

であることを報告している（前野, 2014）。また，大

塚（2014）は,医学部がない大学の他大学連携による

多職種連携教育の成果を報告するとともに，実現のた

めには双方のメリットの認識，取り組む教員同士の連

携協働が重要であることを言及している。このように

医療福祉領域においては,さまざまな大学間連携の工

夫や新しい試みが進展していることが窺える。しかし，

いずれも医療福祉領域，医学的素養を持った教育職な

ど対象職種が限定的である。 

以上のことから，これまで，本研究課題のような大

学間連携による多領域の教員と医療従事者の養成段階

からの連携による IPE 及び卒後に繋がる地域医療を支

える IPW プログラム開発を視野に入れた実践につい

ての研究や報告は確認できていない。 

2020 年に起きた新型コロナウイルス感染症拡大は

経済，医療福祉，教育現場に甚大なる被害を及ぼして

いる。このことからも，地域医療の基盤を築く上では

医療・教育との連携が重要である。また，イクルーシ

ブ教育の推進を考える上でも学校教育に関わる全ての

職種と医療に関わる専門職との専門職連携は不可欠で

ある。 

本研究は，多様性を許容して持続可能な社会を目指

す教育現場と地域医療を担う人材を育成するための医

療と教育の新たな IPE プログラムの基盤づくりを目的

としている。医療と教育の専門職養成における大学間

連携卒前教育プログラム開発のパイロット研究として，

医療と教育領域の学生を対象とした合同ゼミナールの

プログラム効果について報告する。 

 

２  医療・教育合同ゼミナールの概要  

１）医療・教育合同ゼミナール 

（1）参加対象 

 2020 年 10 月上旬，S 県内にある A 大学医学部及び

B 大学教育学部の学生に，両大学の教員からメール，

ポスター添付等で案内を通知し，医療・教育合同ゼミ

ナール（以下合同ゼミとする）の参加を募ると共に， 

パイロット的研究であるため，関係教員の責任の下， 

指導下にある学生を中心とし参加者を募った。学部生

20 名，院生 3 名教員 9 名が参加した。 

（2）実施方法 

合同ゼミは, オンラインミーティングシステムを利

用し実施した。所要時間は 153 分であった。 

（3）教育方法の選定 

 IPE の効果的な学習方法としては，意見交換型学習，

問題基盤型学習，観察型学習，シミュレーション学習，

実践型学習，E-learning などが用いられている（Barr 

H et al ., 2005）。 

本プログラムでは，課題解決型学習の一つとして，

近年，司法，経済，医療福祉，教育の専門職教育にお

いて，一定の効果が検証されているケースメソッド教

授法を用い，ケースを用いた討論形式の学習方法を取

り入れた。ケースメソッド教授法はケース教材を用い

ての討論授業であるが，専門性が異なる現場の様子を，

短時間で理解することが可能である。さらに臨場感を

持たせるために映像を加えオリジナルな展開を試みた。 

（4）合同ゼミ教育プログラムの構成・内容 

①  教育目標 

医療と教育との連携の重要性についてイメージする

ことができなかった学生達が，事例を媒介として, そ

れぞれの専門的視点を持った議論を展開することで，

互いの専門性を尊重し，連携の重要さを理解できる。 

②  プログラム評価の観点 

・医療・教育の連携の必要性及び重要性に気づくこ

とができる。 

・それぞれの専門性の違いを認識し，専門的視点か 

ら考えを述べることができる。 

・医療と教育との連携の課題と課題解決のための方 

策を考えることができる。 
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・異分野との交流により新たな価値や気づきを得るこ

とができる。 

・互いの専門性を尊重することができる。 

③  合同ゼミのプログラム構成（表１） 

事前にアンケートを取り参加の経緯について確認し

た。また事前課題として，討議に関わるケースを配布，

設定された設問を考え参加するよう指示した。ケース

の概要及び事前課題を表 2 に示す。当日は，最初に

ケースの概要を振り返り，その後グループに分かれ討

議，全体討議という流れで進行した。また, 合同ゼミ

終了直後に，教員のみでプログラムの全体評価を行っ

た。また，学生には事後アンケートを実施した。 

 

表 1．合同ゼミプログラム構成 

 

事

前 

 

A.事前アンケ－トの実施 

（対象：学生） 

 

・事前課題の配布 
 

 

討議に関わるケ－スを
事前に配布し, 設定さ
れた発問を考え参加す

るよう指示 

 

 

 

 

 

 

 

当
日 

 

ケースメソッド 

（ケ－スメソッド教授法に
よるケ－スを活用した討

議） 

 

 

 

B.グル－プ内討議及び 

全体討議の記録 

発達障害の疑いのある

児童をめぐっての，医
療と教育のあり方につ
いての討議 

討議のリ－ドは教員 1

名が行った。 

① ケ－ス概要の振り

返り（教員） 

② グル－プに分かれ
討議 

③ 全体討議 

④ シェアリング 
 

C.教員による教育プログラ

ム事後の振り返り 

 

プログラムの評価及び

考察 
 

 

事
後 

 

D.学生事後アンケート 

（対象：参加学生） 
 

 

プログラムに参加して
みての感想など。 

 

④ ケースの選定 

ケースは，医療と教育が関わるケースであること，

医療と教育との間で起こりやすい状況，及び他機関，

多職種連携，協働に関わる既存のケース（鎌塚 , 

2013）から選定した。 

 

表 2．ケ－スの概要及び事前課題 

 

 

 

 

 発達障害の疑いのある小学校 1 年生の A 子は入学

してから頻繁に学校で不適応を起こすようになる。
心配した保護者が，学校での面談を申し込む。担任
と養護教諭，また幼稚園との連携がスム－ズにいっ

ていない様子等が浮き彫りとなる。 

また，保護者は，主治医から，「将来, 発達障害
の傾向が出てくる可能性があるが，学校にそのこと

は特に伝えなくても良い」との助言を受けていた。
医療現場と教育現場での専門職の価値観や考え方の
違いなどから他機関，多職種連携・協働のあり方に

ついて問題定義する。（鎌塚, 2013） 

 

 

 

 

 

設問①障害の疑いのある子供の母親がなぜ，そのこ
とを学校に話さなかったのか。 

設問②学校はなぜ，子供に障害があることを知りた

事
前

課
題 

かったのか。 

設問③医師はなぜ，障害の疑いがあることを学校に 

言わなくてもよいと言ったのか。 

⑤ 分析方法 

本報告でのプログラム評価の分析対象は，表 1 に示

す B グループ内討議及び全体討議の記録，C 教員に

よる教育プログラム事後の振り返り，D 学生事後アン

ケートとした。 

B グループ内討議及び全体討議記録の分析は，事前

に依頼した学生記録者の記録内容を抽出し類似する内

容を要約した。C 教員による教育プログラムの振り返

りについては会議録から教員が述べたプログラム評価

の箇所を抽出，類似する内容を要約しまとめた。D 学

生事後アンケートは，単純集計及び自由記述は内容を

要約し，類似する事項を要約し示した。 

（5）結果及び考察 

教育プログラムの有効性について，学生のグループ

内討議及び全体討議の記録, 教員による教育プログラ

ムの振り返り及び学生の事前事後アンケートから検討

した。 

① 各グループ内及び全体討議 

グループ内討議は事前課題の設問にそって実施した。

各グループ内討議記録の分析から得られた結果を表

3-1～3 に示す。【】は要約“”は代表的データを示

した。 

設問①「障害の疑いのある子供の母親がなぜ，その

ことを学校に話さなかったのか」の発問については，

“主治医から申し送りの必要はないと言われ，大ごと

ではないと安心していたから”など，母親が【主治医

の判断に依存】していた。先入観を持たれてしまうこ

とにより，可能性を閉ざしてしまうという【先入観を

持たれることへの不安】や【幼稚園では問題がなかっ

た】ため，大きな問題にしてほしくないという気持ち

があった。また，母親が“娘の障害を受け入れがたく，

認めたくない”という【母親の障害に対するマイナス

イメージ】があったことや，“先生が何とかしてくれ

る”という【学校教育への期待】があったのでは，な

どの意見が出された。 

設問②「学校はなぜ，子供に障害があることを知り

たかったのか」の発問については，“事前の共通認識

ができていれば，クラス編成の適性を図ることができ

たり対応や支援の事前検討をしたりすることができ

る”など【教員間の共通理解によって事前準備が可

能】となることや，“情報不足による保護者とのトラ

ブルを防ぐことができる”など，【情報連携によるト

ラブルの回避】，また，“教師は医学的な診断ができ

ないことや気づきにくい面がある”などの【教員の医

学的知識の不足】が推測されるため，事前に子供の様

子を知っておくことによって【担任の心理面の負担解

消】につながるという意見が出された。設問③「医師

ケ
ー
ス
の
概
要 
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はなぜ，障害の疑いがあることを学校に言わなくても

よいと言ったのか。」の発問については，医師には

“他の子どもたちと同じ教育を受けさせてあげたいと

いう思いがあるから”など，【インクルーシブな視

点】からの判断，また“学校側の先入観や特別扱いに

よるいじめの可能性など考えられる弊害を避けたいと

いう”【先入観による弊害の回避】，また【医療側の

捉え方の偏り】によるものという考えや【医師の判断

基準において配慮の範疇ではない】，【医師の経験や

知識によって診断基準が異なる】，“障害の症状がグ

レーゾーンであるとはっきり診断名をつけることは難

しく，その子の個性だと考える医師もいる”など【医

療と教育との障害に対する捉え方の違い】によるもの

という考えが示されていた（表 3-1）。これらの結果

から，専門職養成段階の学生であっても，臨場感ある

ケースを用いての討論授業は, 多角的側面から物事の

本質に迫ることができ, 思考が深まると推測された。 

 

表 3-1．各のグループ内・全体討議 
 

設問① 障害の疑いのある子供の母親がなぜそのことを学
校に話さなかったのか 

 

 

要約 

 

代表的データ 

 

 

 

【主治医

の判断に 

依存】 

 

 
 

・主治医から申し送りの必要はないと言わ
れ，大ごとではないと安心していたから。 

・専門家の医師が学校の先生に話す必要はな
いと言ったから。 

・主治医に「学校側に先入観をもたれても」

といわれたこと。 

・幼稚園の先生，医者に伝えなくてよいと言
われたから。母親の意志がなかった。鵜呑

みにしてしまった。 

・娘の障害はまだ「疑い」の段階であり，学
校に話すほどではないと思ったから。 

 

【先入観

を持たれ

ることへ

の不安】 

 

 

・「この子は障害を持つ子だから」と先入観
を持たれてしまうことにより，娘の可能性

を潰してしまうのではないかと思ったか
ら。 

・“障がいのある子ども”という扱いではな

く，他の子どもと同様に接してほしいか
ら。 

・特別扱い（教育上の差別，情報共有の仕

方）や先入観を持たれるのではないか。 
 

 

 
 

【幼稚園

では問題

がない】 

 

 

・幼稚園では全く問題なく過ごしていたこと

から学校側にも大きな問題にしてほしくな
いと思っていたから。 

 

 

【母親の
障害に対

するマイ
ナ ス イ
メージ】 

 

 

・障害を持っていることへのマイナスのイ

メージ。 

・伝えることへのメリットがない。 

・言いたくなかった 

・障害の疑いがあることをまだ母親は受け入
れられずにいる段階で，認めたくないとい
う思いがあったから。 

・母が受け入れられていなかった。 

・娘の障害を受け入れがたく，認めたくな
かったから。 

 

 

【学校 

教育への

 

・学校の先生を過信。兄の経験から。「先生

が何とかしてくれる」信頼を置き過ぎた。 

・幼稚園では何も問題はなく，娘なら小学校

期待】 

 

でも大丈夫だろうという希望があるから。 

・学校の先生たちがうまくサポートしてくれ

るだろうと思ったから。 
 

 

設問② 学校はなぜ，子供に障害のあることを知りたかっ

たのか 

要約 代表的デ－タ 

 

 

 

【教員間の
共通理解に
よって事前

準 備 が 可
能】 

 

・学校において事前の共通認識ができてい
れば，クラス編成の適性を図ることがで

きたり対応や支援の事前検討をしたりす
ることができた。 

・知っていれば対策，対応ができた。 

・いじめや不登校，障害のある子への対
応，知識がまず必要，発達の遅れ，障害
の有無の区別 

・教師間，家庭との連携の手立てになる。 

・事前に専門機関との連携が可能。 

・インクルーシブ教育における，教師の指

導の仕方がかわる。学校経営のあり方。 

・障害の疑いがあることを知っていれば，
配慮を考えて教員間で情報共有できたか

ら。 

・A さんの個性に合わせた合理的配慮がで
きるから。 

・学級編成から A さんの学習生活まで A さ
んに合わせた学習環境を整える準備がで
きるから。 

 

 

【情報連携
によるトラ

ブ ル の 回
避】 
 

 

・情報不足による保護者とのトラブルを防

ぐことができる。 

 

【教員の医
学的知識の

不足】 
 

 

・教師は医学的な診断ができない。気づき
にくい。 

 

【担任の心

理面の負担
解消】 
 

 

・担任の心理面の負担の解消。 

 

設問③ 医師はなぜ，障害の疑いのあることを学校に言わ
なくてもよいと言ったのか 

要約 代表的デ－タ 
 

【インクル

－シブな視
点】 
 

 
 

 

・他の子どもたちと同じ教育を受けさせて 

あげたいという思いがあるから。 
 

 

【先入観に
よる弊害の

回避】 
 

 

・学校側の先入観や特別扱いによるいじめ
の可能性など考えられる弊害を避けた

い。 
 

【医療側の

捉え方の偏
り】 
 

 

・学校を教育の場のみとして考えていた。 

・学習面の遅れはないと判断した。 
 

【医師の判
断基準にお

いて配慮の
範疇ではな
い】 
 

 

・医師は多くの患者を見ているがゆえに，A

さんの症状はグレーゾーンであり，学校

で配慮するほどではないと考えたから。 

 

【医師の経
験や知識に

よって診断
基準が異な
る】 
 

 
 

・障害は，糖尿病や高血圧症など数値では

わからない疾患であるため，医師の経験
や知識によって診断の基準が変わってし
まうことがある。 

 
 

【医療と教

育との障害
に対する捉
え 方 の 違

い】 
 

 
 

・医師と学校では，障害に対する捉え方に

違いがある。障害の症状がグレーゾーン
であるとはっきり診断名をつけることは
難しく，その子の個性だと考える医師も

いる。 
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加えて，グループ・全体討議では，お互いの領域の考

えの違いや疑問について深く追求している場面があっ

た。日頃同じ分野の学生間では疑問を持つことがない

内容や，追及しにくかった内容について踏み込んだ質

疑が展開されていた（表 3-2）。例えば医学部側から

「個別対応を行うことによる“特別扱い”に対して教育

学部の学生としてどんな考えをもっているか。」とい

う問いに対して，教育学部の学生が「発達段階にもよ

るが，インクルーシブ教育や合理的配慮については子

供たちも理解できる部分がある。教師の指導によって

個別対応への理解を子供に促すことは可能なはず。」

など，これまでの学びの知識，実習経験などを活かし，

教育の専門的視点から回答していた。このことからも，

本プログラムによって, 新しい気づきがもたらされ

ることや，これまで持っていた価値の再構築が図られ

る可能性があることが推察された。 

 

表 3-2．グループセッション内での相互の領域への 
質問・回答（Q 質問，A 回答） 

 

医学部 
 

 

教育学部 

 

A.障がいの診断を言い切る
のは，現段階で他の可能性

があったり，きちんとした
根拠がなかったりするため
で，伝える事はできないの

ではないか。 

 

 

Q.グレーゾーンの子供のこ
とを学校側に伝えること

について医療の面からは
どう考えるか。 

 

 

Q.学校は病名や診断に左右
されやすい面があるのでは
ないか，それ自体も問題な

のではないか。 

 

 

A. 

・Ａ子の学校での様子を学
校からも保護者や病院に

伝えるべきである。 

・診断の有無，病気の有無
にかかわらず，合理的配

慮，個別対応を行うべき
である。 

 

 

Q.学校ではグレーゾーンの

子どもにどんな対応をして
いるのか。 

 

A. 

・学校内での共有は不可欠 

・実際，診断のついていな
いグレーゾーンの子ども

にも個に応じた対応が行
われている。 

 

 

Q.個別対応を行うことによ
る“特別扱い”に対して教育

学部の学生としてどんな考
えをもっているか。 

 

 

A. 

・発達段階にもよるが，イ

ンクルーシブ教育や合理的
配慮については子供たちも
理解できる部分がある。教

師の指導によって個別対応
への理解を子供に促すこと
は可能なはず。 

 

 

グル－プ討議の記録から，学生達は，【個性として

の障害の捉え方】を考えることや【特別扱いと合理的

配慮の区別】をすること，【学校と医療領域が子供と

その家族の思いを共有】し協力していくことの大切さ，

医療と教育の互いのニーズのミスマッチに気づくこと

により【医療と教育の意見交換の場の必要性】など，

多くの気づきと学びが示されていた（表 3-3）。障害

を個性と捉える点については，障害を持った方々に

とってはさまざまな考え方や思いがあるため，さらに

議論を深めていく必要がある。しかし，これらの結果

からも改めて養成段階から多職種間連携の教育プログ

ラムの重要性が示されたといえる。 

 

表 3-3．グル－プ討議を終えての学生の学び 
 

要約 
 

代表的デ－タ 
 

 

【個性としての 

障害の捉え方】 

・障害を個性としてポジティブな

捉え方に変えていくことが大切
である。 

 

【特別扱いと合理

的配慮の区別】 
 

 

・特別扱いと合理的配慮を区別す

べきである。 
 

【学校と医療領域
が子供とその家族
の思いを共有】 

 

・子どもとその家族への思いを学
校と医療が共有し，協力するこ
とが必要である。 

 

 

【医療と教育との
意見交換の場の必

要性】 

 

・医療と教育の互いのニーズにミ
スマッチがある。両者が意見交

流できる場があればいいと思
う。 

 

 

② 教員の事後の振り返り 

教員の事後の振り返りではプログラム内容・構成及

び参加学生の姿勢についての意見が出された（表 4）。

教育プログラムの内容・構成については【IPE として

有効】であること，その理由として“ケースを用いて

の討論手法，内容が良かった。”など，【教授手法の

面白さ】，“発達障害のグレーゾーンという題材が新

鮮だった。”などの【題材の新鮮さ】【題材の面白

さ】や“医療では目標を解決策までに設定しがちだが，

今回教育では，なぜだったのだろう，という問の設定

までがパッケージだったことに気づいた。”などの

【他領域の教育法からの学び】があげられた。また今

後の課題として，【議論の時間設定の見直し】，【医

療サイドからのケ－スの提示】も必要であることが示

されたことや，今後の方向性としては，低学年から取

り入れる必要があるなど，【IPE 取り入れの時期を検

討】していくこと，学生のみならず【教員同士の連携

による専門性向上への貢献】，加えて教授法の手法自

体が【医療現場での汎用性】も高いという意見があげ

られた。また教師自身が【学生の姿勢からの学び】が

あったことや指導学生から【他学部の学生からの刺

激】を受けたことなども報告された。これらの結果か

ら，今回の教育プログラムは，多職種間連携卒前教育

プログラムとしての効果性が高いと推測された。 
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表 4．教員のプログラム事後の振り返りについて 

  
 

要約 
 

代表的データ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
プ 

ロ 

グ 

ラ 

ム 

評 

価 

 
 
プ 
ロ 
グ 
ラ 
ム 
内 
容 
・ 
構 
成 

 

 
【 I P E として有
効】 
 
【教授手法の面白
さ】 
 
【題材の新鮮さ】 
 
【題材の面白さ】 
 
【他領域の教育法
からの学び】 
 

 
 

・IPE として面白いプログ
ラムだった。・有効 

・ケースを用いての討論手
法，内容が良かった。発
達 障害のグレーゾーン
という題材が新鮮だっ
た。 

・医療では，目標を解決策
までを設定しがちだが，
今回，教育では，なぜ
だったのだろう，という
問の設定までがパッケー
ジだったことに気づい
た。とても新鮮だった。 

 
 

 
 
今 
後 
の 
課 
題 

 
 

【議論の時間設定
の見直し】 
 
【医療サイドから
のケ－スの提示】 
 
 

 
 

・今回は教育現場の課題が
メインだったが，医療か
らのケースも提示して，
意見交換が出来ると感じ
たが，もう少し時間を長
くし，「どうすることが
できるのか」という視点
を含めると更によくなる
のでは。 

 

 
 
 
 
今 
後 
の 
方 
向 
性 

 
 
 
【IPE 取り入れの
時期を検討】 
【教員同士の連携
による専門性向上
への貢献】 
 
【医療現場での汎
用性】 

 

・低学年からの連携もよ
い。 

・専門性がある程度進んで
からの連携も重要でよ
かった。  

・専門職と専門職が連携す
る，というのが，各教員
の専門にも貢献があると
よい。 

・今回のように，明確な回
答が無いものについて，
議論を重ねるという，こ
ういった手法は（ケース
メソッド教授法）は，医
療現場でも今後，汎用性
が高いと感じた。 

 

 
 
学
生
の
姿
勢 

 
【学生の姿勢からの学
び】 
 
 
 
【他学部の学生からの刺
激】 

 

・学生の質や積極性が高く
良い議論であった。我々
も新たな視点を得ること
ができた。勉強になっ
た。 

・学生の意見として，参加
学生の質が高い，また参
加したい，とても学びに
なったとの声が寄せられ
た。 

 

 

２）事前・事後アンケ－ト 

① 対象者およびアンケート回収率について 

合同ゼミの学生参加者に，事前・事後のアンケート

を Google form を用いて行った。合同ゼミ参加学生の

内訳は，A 大学医学部の学生が 13％，B 大学教育学

部の学生が 87％であった（図 1）。B 大学教育学部の

専攻別の内訳は，養護教育専攻が 56.5％，教育実践学

専修 8.7％，また教科教育専攻の学生として，理科教

育が 4.3％，英語科教育が 4.3％，家庭科教育が 8.7％

であった。更に教職大学院の修士生が 4.3％参加して

いた（図 2）。事前アンケートの回答者は 22 名で回

答率は 95.7％，事後アンケートの回答者は 20 名で回

答率は 87％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1．合同ゼミの学生参加者内訳（大学別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2．合同ゼミの学生参加者内訳（専攻別） 

 

➁ 事前アンケートについて 

事前アンケ―トの中で，合同ゼミをどのようにして

知ったか質問したところ，95.5％の学生は「教員から

紹介を受けた」と回答した。参加した理由については，

「教員から紹介を受けたから」や「医学と教育の連携

に興味・関心があった」と回答した者が同率の 45.5％

で，その他「興味を惹かれたから」や「きょうだいか

ら紹介を受けた」と回答した者もいた（図 3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3．合同ゼミ参加理由 

 

A 大学教育学部内で，もともと医学の知識が深い養

護教育専攻の学生と，ほとんど医学知識を持たない，

教科教育専攻（理科教育，英語科教育，家庭科教育）

の学生を対象に「合同ゼミに参加した理由」について

比較を行った。その結果，養護教育専攻の学生は

64.3％が「医学と教育の連携に興味・関心があった」

と回答したが，教科教育専攻の学生は，全員が「教員

から紹介を受けたから」としており（図 4），合同ゼ

ミ開催前では，養護教育専攻と教科教育専攻の学生の

間に，「医教連携への意識」に有意な差が認められた

（P<0.01）。 
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図 4．合同ゼミ前における養護教育と教科教育の 

学生の医教連携への意識の違い 

 

③ 事後アンケ―トについて 

 今後もこの様なプログラムが開催されたら参加した

いかという質問について，全体の 95％が「はい」と

回答した（図 5）。「わからない」と回答した 5％で

あった。教科教育の学生は全員が「はい」と回答して

おり，さらにケースの討論時間について，「もっと長

い方が良い」と全体で 3 名の学生が回答していたが

（図 6），そのうち 2 名は教科教育専攻の学生であっ

た（残り 1 名は教職大学院生）。この様なことからも，

もともと医学知識をほとんど持たない教科教育専攻の

学生にとって多くの刺激を受けた非常に有意義な時間

であったことが伺えた。また A 大学医学部の学生も

全員が「はい」と回答しており，新たな学びや気づき

が多かったと考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5．合同ゼミが今後開催されれば参加したいか 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

図 6．今回の合同ゼミの時間配分は適切だったか 

 

次に，ケースを通じた議論を交わす中で，受講前と

比べて新たな気づきや考え方の変化がありましたか？

という質問については，新たな気づきとして 53.8％の

学生が「医療と教育現場の障害児に対する認識のず

れ」を指摘していた。また「医療の発言に対する患者

側の信頼度の高さ」や「主治医は重度の障害児も診て

いるため，グレーゾーンの児童に対して，母親の気持

ちも汲んだうえで指示を与えていること」など，医療

への患者側の強い信頼および，医療現場の患者への配

慮を知ることができたと 38.5％の学生が回答していた

（図 7）。さらに，「それぞれの専門性の中で住み分

けできない部分があり，そこが穴となっていることに

気づいた」や，「教育側は障害を個性として捉え，特

別扱いではなく，障害児が過ごしやすいような合理的

配慮を一緒に考えていくという視点が心に残った」と

記述した学生もいた。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

図 7．議論を通して新たに得た気づき 

（自由記述からのまとめ） 

 

これらの気づきを通して考えが変化した点や大事だ

と考えたこととして，「互いの立場を理解することが

重要である」や「互いの専門性を尊敬し，関係性の促

進を行う必要がある」など，「医療と教育の連携」の

重要性を指摘した内容が 88.9％であった（図 8）。ま

た「主体は子供であるため，子共のために何ができる

かを考える必要がある」や「ただ情報交換するだけで

なく，目的を持って情報を共有していく必要がある」

など，連携の重要性を挙げる中でも，具体的にどんな

連携が必要であるかといった内容に踏み込んでいる記

載もあり，議論を深める中で，新たな可能性を見出し

ている学生もいた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8．受講前と比べて考え方に変化が 

あったか（自由記述からのまとめ） 

  

次に，今後どんなテーマを議論してみたいかという

質問については，「命に係わる疾患（心疾患，食物ア

レルギー，熱中症）」と挙げていた学生が最も多く，
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36.4％であった（図 9）。このテーマは，A 大学医学

部の学生からも多く挙がっており，「グループで討議

する中で，教育学部の学生がうまく対応できる自信が

ないと話しており，どのような情報があれば，安心し

て対応できるのか知りたいとおもった」と記載されて

いた。ケースのグループ討議の中で，日ごろの不安を

吐露する姿もあったことが推察され，非常に関係性の

良いグーループ討論が形成されていたと考えられる。

これと同様に「学校側が求める連携とは何か」など，

他の専門職が求める連携について知り，歩み寄ろうと

する意欲がみられた。 

 教育学部生のみに記載されていた内容には，「そも

そも連携とは何か？といった連携の方法」について議

論してみたいと回答した者が 13.6％，「喘息を持った

子供の対応」が 9.1％挙がっていた。また「医療側か

ら見た教育現場の課題について」など，議論を交わす

中で気づいた新たな視点への衝撃から，教育学部だけ

では見落としてしまう盲点を知り，教員生活に生かし

ていきたいという思いが伺えた。その他，興味深い内

容として，チーム学校として，「教育学部内の専攻を

越えて話し合いをする重要性」を指摘していた学生も

おり，他学部を交えた交流によって，教師という枠組

みの中でも，専攻の別によって，それぞれ異なる専門

性と視点を持っていることに気づかされたり，刺激を

受けた学生もいた。これらのことは，チーム学校を形

成していくうえで，核となる非常に重要な学びをこの

合同ゼミから得たといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9．今後合同ゼミで議論してみたいテーマ 

（自由記述からのまとめ） 

 

④ まとめ 

 今回，医学部，教育学部どちらの学生も，「楽し

かった」「参加できて良かった」「多くの刺激をもら

い，更に話し合いたいことがでてきた」という前向き

な感想が多かった。また，今後の合同ゼミへの期待と

して，「それぞれのグループで出てきた意見を共有す

る場所が欲しかった」や「医学部生がもう少し参加し

てくれると嬉しい」「いろんな科が集まると面白いの

では？」といった意見が寄せられた。 

専門職養成教育が完了する手前の段階にいる，柔軟

な考えをもった若い世代が，互いに刺激し合い，議論

を交わすことで，相手の専門への尊敬や理解が生まれ，

より知りたい，学びたい，議論したいという，知への

欲求が出てくることが本実践を通して明らかとなった。 

 

３ 考察  

本研究の結果から，それぞれの専門的視点に改めて

気づけたことで，互いの専門性を尊重することや， 

医療と教育との齟齬や溝の要因が見えてきたことで，

課題解決のための手がかりを掴むことができるなど，

医療と教育の連携の重要性が認識できたと考えられる。

よって，プログラムの教育目標はおおよそ達成できた

ものといえる。 

本プログラムは第 1 回目の試行であり且つ普段関わ

りのない初対面の学生同士の議論，オンラインという

特殊な学習環境の設定であった。しかし，ある程度の

目標を達成できた要因としては，多面的，深い思考を

促す効果性の高いケースメソッド教授法を用いたこと

及び臨場感を持たせるために映像教材を加えたことで，

短時間での思考の深まりを促進させることができたと

考えられる。 

以上の結果から，本プログラムの教育法・構成は，

教育目標達成のための一定の効果があったものと推察

された。 

今後の課題としては，プログラムに，比較群を設置

していないことや評価の客観性に欠けるため，日本語

版 RIPLS 及び斎藤・朝倉ら（2020）が開発した教育

プログラム及び評価尺度等を参考に，評価研究も並行

して実施していく必要がある。 

また，本合同ゼミナ－ルの参加動機について，教育

学部の養護教育専攻の学生においては，専攻の特色か

ら医学と教育の連携に興味・関心があるため，参加動

機が高かったが，他専攻の学生は教員に勧められての

参加が大半であった。また医学部の学生も同様であっ

た。原因としては，募集期間が短期間であったこと，

年間計画の中に位置付けられていなかったこと，多く

の学生が実習期間であったなど，参加したいが参加で

きないという学生も多く存在し，実施時期の設定に課

題があると推測された。 

しかしながら，積極的な参加ではなかったものの，

事後アンケートから，医学部，教育学部どちらの学生

も，「参加できて良かった」「多くの刺激をもらい，

更に話し合いたいことがでてきた」など肯定的な意見

が得られた。学生側にとっては，同領域内の専門職連

携教育の必要性はイメージできるものの，全く異なる

領域との連携について想像することは困難であろう。
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つまり本試みは，教員側が積極的に機会を設定する重

要さが示されたといえよう。 

しかし，これらは教員の自助努力に依存するのでは

なく，現代的課題に対応していくためのカリキュラム

の改善や見直しが重要であると考える。 

文部科学省（2015）は「これからの学校が教育課程

の改善等を実現し，複雑化・多様化した課題を解決し

ていくためには，学校の組織としての在り方や，学校

の組織文化に基づく業務の在り方などを見直し，

「チームとしての学校」を作り上げていくことが大切

である」とし，方策として,専門性に基づくチーム体

制の構築を掲げ「これからの学校に必要な教職員，専

門スタッフ等の配置を進めるとともに，教員が授業等

の専門性を高めることができる体制や，専門能力ス

タッフ等が自らの専門性を発揮できるような連携，分

担の体制を整備する」ことを示した。学校を取り巻く

多様な専門性を持つスタッフが一つのチームとして，

それぞれの専門性を生かして連携・協働することがで

きるよう，環境整備を行っていくというものである。

当然ながら医療・教育の連携が必須であり，連携・協

働の感性（感覚）は，養成段階から醸成されるべきで

あると考える。しかしながら，現状では，医療と教育

の養成教育段階におけるチーム学校を実現するための

カリキュラムとなっていないことは否めないであろう。 

本研究において試行する合同ゼミナールの意義は，

専門職における多様性の確保とその可能性を拡張する

試みである点にある。他職種連携の実現は，専門職に

おける喫緊の現代的な課題であることは言うまでもな

い。また，それは社会的な要請のひとつでもある。し

かしながら，それを阻む要因はいくつも存在する。専

門性を高めれば高めるほど，他の専門職と連携するこ

とが実は困難になる傾向にあることも，その一つであ

る。専門性を高めるということは，知識面でも技術面

でも高度化することを意味しているため，専門的な知

見や必要性を当該専門職以外の者に説明することは，

相応の訓練や心的準備なしにはなかなか難しい。しか

もその専門職が多忙化した環境にある場合には，それ

がますます困難であることは想像に難くない。 

しかし，マイケル・ギボンズ（1997）は，現代社会

の専門家は，こうした状況に対応する必要があると強

く主張している。ギボンズによれば，これまでの専門

家は大学や専門機関の内部で通用する議論を行えばそ

れでよかった（「モード 1」）が，現代社会では

「モード 2」に移行する必要がある。「モード 2」と

は，専門職が市民や社会全体とともに存在する状況で

あり，従って専門職は専門家ではない市民に理解でき

る形で科学技術や倫理を説明することが求められる状

態のことである。 

このようなモード・チェンジが要求されているのが，

今日的な専門職である。もしこの「モード 2」が実現

できれば，専門職としての現代的な責務を果たすこと

ができるだけでなく，同時にその専門職自身の可能性

を拡張することもできるように思われる。しかし，こ

のことはそれほど容易であるわけではない。例えば職

業上の「多忙」もそれを阻む要因になる。教職の多忙

化解消のために国も対策をとろうとしてはいるものの，

その実現にはまだ時間がかかる見込みであることは否

めない。専門職として職務を果たすようになってから，

こうした「モード 2」への対応を模索する余裕はそれ

ほど残されていないのが実情であろう。また，そこに

向けた心的準備とそれを支える職業上の文化がなけれ

ば，専門職が持続的にそうした対応を職務のひとつと

して責務を果たしていくことは難しい。ここに，養成

の段階から，ギボンズが主張する「モード 2」に対応

することができる資質・能力を育成する必要がある。 

他方，専門職を養成する機関にとっては，専門職と

して不断に高度化していける資質・能力の基盤だけで

なく，専門職の外部に対して発信と応答が可能な資

質・能力の基盤を育成することも同時に要求されてい

る。前者は長期的な視野に立ったもので，後者はどち

らかといえば短期的な視野に立ったものだと位置づけ

られる。養成機関は，養成段階の学生に対して資格取

得や試験合格を実現する能力の育成に対しても従来通

り責任を負うため，長期的な視野に立った「理想的

な」育成だけを行えば良いわけではないことも事実で

ある。だとすれば，ギボンズが指摘するモード２への

応答を実現していくことの背後には，これまで通り専

門職としての高度化を図り続けていくことが潜んでい

る。このことは，専門機関がこの二つの困難な課題に

応答していくことが求められていることを示している。

従って，養成段階においては，そうした専門職の応答

可能性のための，少なくとも二つの，両輪とも言える

基盤を形成する必要がある。本プログラムは，そのう

ちの一つ，すなわちより長期的な視野に立った養成課

題に力点を置いて応答しようとするものである。今回

実施したこのパイロット的な研究に基づいて，こうし

たプログラムを本格的に開発することができれば，養

成段階の学生にとっては，自らの専門性を磨くと同時

に，その専門性が外部とともにいかにあるのか，ある

いはあり得るのかを考える貴重な機会となる。このプ

ロセスを通じて，自らの専門性が多様性の中にあるこ

とを学びながら，その資質・能力を拡張していくチャ

ンスを得ることができ，同時に社会的な責務にも応答

することができることが期待される。そこで，今回得

られた知見をベースにして，医療と教育とが連携する

基盤をいかに構築可能かを追究し，専門職としての多

様性の確保と持続可能な社会の実現に向けたプログラ

ム開発を実現していくことが今後の課題となる。 

 冒頭でも述べたが，本合同ゼミはパイロット的に実

施されたものであったため，学部や専攻に偏りが出て
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しまったところが課題である。より効果的プログラム

を開発していくためには，研究対象領域を拡大してい

くこと及び評価研究も含め，実践を繰り返し検証して

いく必要がある。 

 加えて，カリキュラム改善などの実現も視野に入れ

研究を展開していくことも重要である。しかし, 大学

間連携の障壁として,大学，学部, 学科間の移動距離の

問題や時間の確保, 調整の困難さがあげられる。本報

告では，コロナ禍であったため, オンラインでの試行

となったが，この方法によって, 物理的な距離の問題

は解消されるであろう。今後は, オンラインによる授

業計画も視野に入れ考えることで, 実現の見通しがつ

き易いものと考える。 

また, 効果的な IPE には, 教員のファシリテートが

大切であることも指摘されており（Ponzer S, Hylin 

U et al., 2004）, そのための教員への FD も重要であ

る（Hammick M et al.,2007）。教員の振り返りでは，

「他学部の教育手法に刺激を受けた」という意見もあ

り，専門職連携教育の卒前教育は教員の連携教育の感

性を養うことや教員の FD にもつながり，資質向上に

も貢献しうるものとなるであろう。 

 グローバリーゼーションの進展によって, これまで

限定的な地域に流行していた感染症が, 短期間で拡大

し易くなっている状況があり, 今後も, 継続的に感染

症の脅威にさらされる可能性がある。加えて, インク

ル－シブ教育の進展, 高齢化社会に向けての地域医療

のあり方を考える上で, 医療と教育とが連携した専門

職卒前教育の推進は喫緊の課題である。 

 

４ 結論 

本研究は，多様性を許容して持続可能な社会を目指

す教育現場と地域医療を担う人材を育成するための医

療と教育の新たな IPE プログラム及び卒後の IPW に

接続するプログラムの基盤つくりを目的としている。

そのための医療と教育の専門職養成における大学間連

携卒前教育のパイロット研究として，「ケースメソッ

ド教授法」を取り入れた教育プログラムを用いた大学

間連携による医学部と教育学部の合同ゼミナールを実

施した。 

本研究の結果，学生達の議論からは，それぞれの専

門性を活かした討論が展開され，互いの領域の捉え方

や考えを知ることで価値観の再構築が行われたこと，

連携協働の感性が醸成されたことが推察された。加え

て事後アンケートからは，「参加できて良かった」

「多くの刺激をもらい，更に話し合いたいことがでて

きた」などの感想が寄せられた。また教員間の事後の

振り替えりではプログラムの内容・構成について

【IPW として有効】【教授手法の面白さ】【題材の

新鮮さ】【題材の面白さ】があり,【他領域の教育法

からの学び】が得られたという結果が示され, 本教育

プログラムの有効性が示唆された。将来，医療と教育

が連携した新しい専門職コミュニティの形成を目指す

上で，改めて養成段階からの医療と・教育の卒前専門

職連携教育が重要であることが示されたといえよう。 

 

付記 

本研究は令和 2 年度静岡大学学長裁量経費の助成を

受け実施した。 
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